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技術革新で進化する途上国開発
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日進月歩で進歩し、われわれの生活、ひいては社会の構造を変革するポテンシャルを持つICT技術。とりわ
け、開発途上国では、携帯電話の普及に見られるように、最新のICT技術が先進国のこれまでたどった発
展経路を飛び越えて、よりダイナミックに社会を変えていく。ここでは、従来の途上国開発に新たな息吹を
吹き込む技術を紹介する。

「デジタル・ファブリケーション」は、レーザーカッターや3Dプリンタなど、コンピューターに接続された工作機械によって木材
やアクリルなどさまざまな素材を成形する技術のこと。近年はこれらの工作機械の小型化が進み、従来のような巨額の投
資を要する製造業ではなく、誰でも簡単に「モノづくり」が可能となった。市民工房「FabLab」は、これらのデジタル工作機
械を一般市民に開放する施設であり、開発途上国でも不足するモノの製造にも期待がかかっている。

デジタル・ファブリケーション／FabLab

人間の脳が行っている知的作業を、コンピューターで模倣したソフトウェアやシステムのことを指す。
具体的には、人間の使う言語の理解や論理的な推論の実施、経験から学習したりするコンピュー
タープログラムなどのことを言う。医療産業においては、さまざまな医療データの蓄積と、医師の診
断の思考モデルなどをAIに学習させることで、正確な診療を行うことができる可能性が高まる。医療
アクセスの改善や大幅なコストカットなどの面でも生かされる余地は大きい。miup（株）は、医療・健

康データの収集と同時に、症状を入力すること
で可能性の高い疾患を提示するシステムや、
開発途上国などで健康診断を実施するための
リスクスクリーニングシステムなどの構築を進め
ている。

人工知能（AI）／（株）miup

ドローンは、遠隔操作や自動制御によって飛行できる無人航空機の総称。滑走路など
大がかりな設備がなくても簡単に飛ばすことができるため、空撮や土量測量、橋梁など
のインフラの保守点検などをより効率的に行うことができる。アフリカでは近年、ドロー
ンを使った道路点検や金の違法採掘現場の監視事業に取り組む動きもある。このほ
か、災害現場やへき地など陸からのアクセスが難しい場所へ医薬品などを素早く輸送
するなど物流インフラとしての可能性も注目されており、（株）エアロセンスは現在、アフ
リカで検体輸送の事業化に向けた実証事業を進めている。

ドローン／（株）エアロセンス

「モノのインターネット」（IoT : Internet of Things）は、従来のパソコンや携帯電話などのデバイ
スだけでなく、ありとあらゆるモノにインターネットをつなげる技術である。これにより、モノそれ自体
に関する情報をクラウド上で共有したり、遠隔でモノの動きを制御したりすることが可能になった。
2013年に設立された日系ベンチャー企業Global Mobility Service（株）は、自動車の動きを
制御する独自の小型デバイスを開発。それまで与信審査が通らず自動車を購入できなかったフ
ィリピンの低所得者層に対して自動車を利用する機会を創出することに成功している。

モノのインターネット（IoT）／
Global Mobility Service（株）

金融（finance）と技術（technology）を組み合わせたフィ
ンテック。スマートフォンやビッグデータなどの最新技術を
活用したこの新たな金融サービスによって、これまで金融
機関がある意味、独占的に提供していた伝統的な金融商
品やサービスを利用者目線で便利なものにし、異なる価値
を提供しようという動きが盛んになっている。リンクルージョ
ン（株）は、（株）日本ブレーンと共にマイクロファイナンスの
顧客情報を一元的に管理する新システムを開発し、より
決め細やかな融資を実現するとともに、民間企業に対して
庶民層を対象にした新規ビジネスの機会を提供しようと進
めている。

FinTech／
リンクルージョン（株）

=miup提供 =リンクルージョン提供（小林健撮影）

=エアロセンス提供

=Global Mobility Service提供

=Global Mobility Service提供



日本のタイド援助への批判

　本号は通巻732号で創刊50周年
目の「羅針盤」である。このコラ
ムは、「南と北」、「From the 
Editor」、「森羅万象」と名称を
変えながら50年近く続いている。
その字数を概算すると1,000万字
以上に及んでいる。それでは50
年を振り返りながら日本の政府開
発援助（ODA）がどのように変
転してきたのかを概観してみたい。
　日本のODAは、技術協力をベ
ースとする国際組織コロンボプラ
ン（英連邦が主体）への加盟
（1954年）から始まった。この
流れから誕生したのが海外技術協
力事業団（OTCA）である。そ
の少し前には開発資金を提供する
海外経済協力基金（OECF）が、
岸首相の発想の下で誕生する。当
初の目的は民間による資源開発に
対して長期の資金を提供すること
を狙いとしていたが、韓国への政
府借款を契機に、ODAとしての
円借款協力へと発展していく。
　当時、商社は円借款協力を“円

クレ”と呼んで、資本財（プラン
ト類）の輸出や大型の資源開発に
活用した。これは、日本の輸出に
つながるヒモ付きの円借款協力で
あり、当時のプラントやインフラ
輸出振興として重視された。
　しかし、70年代の後半になる
と、経済協力開発機構（OECD）
の下部組織・開発援助委員会
（DAC）で、円借款のヒモ付き
（タイド）援助が「商業的援助
だ」と非難され、円借款のアンタ
イド化（ヒモ付き撤廃）が厳しく
求められた。政府もアンタイド化
を世界に向かって宣言せざるを得
ない立場に立たされた。その頃
（1980年）、対中援助が開始さ
れるが、中国は日本にアンタイド
の円借款協力を求め、「バラ買
い」と言われる自己調達を始めた。
わが国民間企業の狙いが大いに狂
ったことは言うまでもない。

国益重視から国際貢献へ

　1980年代も半ば頃になると、
日本の輸出力によって政府の保有
外貨が異常なほどふくれ上がり、

日本の外貨独り占めへの世界のバ
ッシング（袋叩き）が始まり、政
府は“資金還流”という奇策でこ
の難関を乗り切ることになるが、
あれだけ輸出振興と叫んでいた政
府が、今度は一転して輸出にブレ
ーキをかける政策へ転換していく。
　しだいに円借款協力も輸出振興
のための「ヒモ付き」が緩和され、
一転してアンタイド化への道が開
かれた。これが1990年代末には
100％近くまでアンタイドの円借
款協力となり、円借款協力は国際
社会で援助としての一定の居場所
を得ることができた。
　さらに、政治的決断で計画的に
倍増を続けたODAは、一般会計
予算の伸びも伴って、1990年代
末には、ある外交官の言葉である
が、“気がつけば”トップドナー
の道へと登りつめていた。この頃
になると、経済的な余裕を得た政
府は、一転して「国益論」から
「国際貢献論」へ大きくカジを切
って、「国際貢献の日本」を世界
へ向けてアピールする。とにかく
時代の激変のなかで「ODAの国

際貢献論」が、学界でもマスコミ
でも盛り上がった。外務省幹部は
「左うちわ」の毎日を過ごした。
ODA増額の政治工作や陳情も必
要なかったからである。しかし
“黄金の日々”は10年から15年
は続いただろうか。特に、冷戦崩
壊後（1990年代末）には援助の
世界にも緊張緩和が持ち込まれて、
特に米国では「冷戦対決」に代わ
る戦略としての「南北問題」に戦
略的価値を失ったように、「南北
問題」から退潮していった。
　2000年からは国連によるミレ
ニアム開発目標が援助のターゲッ
トになったものの、ヨーロッパは
経済停滞で政府歳入が減少したこ
とを背景に、減少する政府支出の
ODAをカバーすべく、民間の支
援を組み込んだ「PPP（官民連携）」
が一つの援助潮流として登場する。
米国は「国際開発のための同盟」
と称して、経済界のみならず、教
育界、NPOや多くの財団との幅
広い連携を進めるようになる。そ
の頃の米国の論調には、米国在住
の開発途上国の出稼ぎ労働者の本
国送金を注視した、幅広い国際協
力論が語られるようになる。

スタート遅れの官民連携

　一方、日本では2000年も終わ
りに近い頃になって、外務大臣諮
問の「国際協力に関する有識者会
議」（2007～2009年）で、よう
やく“官民連携”が取り上げられ
て、開発協力で民間企業と連携す
る「海外投融資」部門がJICAに
設けられる。しかし、欧米のよう
に企業のみならず、NPO、NGO

といった民間団体活動との連携は、
まだ議論の対象にならなかった。
　筆者は、JICAに対して企業の
みならず、NPO、NGOなどとの
幅広い連携を提唱しているが、ま
だ官と民の“仕切り”が昔のまま
であり、いまだに逡巡しているよ
うである。ただ、JICAベースの
大学との連携は協定を結んで一歩
前進している。ただ、これも連携
の中身を吟味してみると深みがな
く、まだ初期的状況下にあると言
える。もう一つは、日本の地域振
興協力にも寄与できるJICAベー
スの中小企業海外展開支援が実を
結び始めたことがあげられよう。
　これが、ODAとしてどこまで
広く国民の間に浸透することがで
きるか、“国民参加”への一つの
登龍門になっている。
　他方、円借款協力のほうは政治
的に日増しに増額され、巨大化
（一件当たり）の一途を辿ってい
る。その動機は、政府ベースのイ
ンフラ輸出戦略から生まれたもの
で、それは完全な形で国益論に立
脚している。しかも、国際入札に
勝つためには、恥かしながら日本
に有利になる“スペック・イン”

も辞さない構えである。
　昔は「プラント輸出」、今は
「インフラ輸出」というように歴
史的な回帰現象が起こっている。
昔のプラント輸出戦略は経済成長
への登り龍の時代であったので、
欧米に非難されると、擁護したく
なったが、今のインフラ輸出戦略
は、米国大統領の「アメリカ・フ
ァースト」ではないが、あまりに
も国益第一主義に陥っていて、こ
れ以上エスカレートすると、これ
まで積み上げてきたODAへの好
感と信頼が失われていく恐れを感
じている。それは筆者だけではな
いであろう。
　日本という国は“輸入力”がな
く、もっぱら“輸出力”で生計を
立てている国である。米国や中国
のように“輸入力”のある国は、
黙っていても輸出力を伸ばしたい
多くの開発途上国にとって魅力的
な存在である。日本が米国や中国
の輸入力に匹敵する力を発揮する
ためには、インフラ案件の発掘や
開発にしても相手の尊敬と信頼を
呼び込むような、健全なODAの
先行が求められている。以上が筆
者の50年目の苦言である。
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ODAの回帰現象
定まらぬ旅路



自社利益超えたプラットフォーム目指す

C o l u m n

途上国ビジネス新潮流～イノベーションが照らす未来

年々減少の一途をたどる中、民間
企業のノウハウやリソースを活用
して社会課題を解決するとともに、
海外展開を後押ししようという機
運が盛り上がった。
　当時、JICA担当者もあちこち
のセミナーに積極的に登壇しては、
新制度を紹介。公的資金の活用を
呼び掛けるその姿には、企業との

ンフラや、世界人口の約７割、約
40億人いると言われるBOP
（Base of the Pyramid）層、す
なわち、所得ピラミッドの最底辺
に位置する年間所得3,000ドル以
下の人々をターゲットとする
「BOPビジネス」の促進に向け
た協力準備調査制度を開始した。
これらは、相手国から要請を受け

て協力案件が形成され、公示が出
されて企業が応札する、という従
来の協力の形とは一線を画し、企
業側から事業化に向けた調査が提
案されるという点で、非常に画期
的な制度として注目を集めた。
　また、2001年12月より廃止さ
れていた海外投融資も2011年３
月、再開が決定。ODA予算が
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縮まる民間との距離

「地殻変動が起きている」。当時、
多くの人がそう感じたのではない
だろうか。
　周知の通り、日本は経済協力開
発機構（OECD）の開発援助委
員会（DAC）が2001年に後発開
発途上国（LDC）向けの政府開
発援助（ODA）の調達方式の自
由化を謳う勧告を決議して以来、
援助のアンタイド化の推進を余儀
なくされてきた。以来、ドナーの
中で援助の透明性と監視の強化に
努める「お目付け役」としての役
割を果たすようになったDACの
指導を受け、日本の援助には、国
際益を尊び、一社支援や民業圧迫
を忌避する思想が連綿と受け継が
れてきたのである。
　そうした日本の支援が、2008
年ごろから変わり始めた。ODA
予算の削減が止まらない中、国際
協力の中で「ODAだけでやれる
ことには限界があり、ODAと民
間企業との連携が重要だ」との認
識が広がり始めたためだ。欧米の
先進国から新興国や資源国へと世
界経済の成長軸が移行する一方、
開発途上国に流れ込む民間資金の

存在感が急速に拡大したことが、
その背景にはあった。
　グローバルな規模で大きなイン
パクトを生み出す企業活動を開発
援助に取り込もうと、国際協力機
構（JICA）は2008年10月に民間
連携室を設立。2010年度からは、
民間資金を活用して途上国のイン
フラ建設や事業運営を行うPPPイ

世界と生きる企業
さまざまな技術やアイデアを有する民間企業が社会課題の解決に果たす役割への
期待が大きくなっている。持続可能な開発目標（SDGs）の採択から２年。かつて水と
油のように決して相容れることのなかった「援助」と「ビジネス」は、今、その境界がゆ
らぎ始め、新たなパラダイムが誕生しようとしている。

新機軸のビジネスに挑む

　
ガーナプロジェクトを公益化

―味の素（株）が2009年に始めた「ガ
ーナ栄養改善プロジェクト」は、日本企業
によるBOPビジネスおよびソーシャルビジ
ネスの代表的な先行事例の一つと言えます
が、現在の進捗をお聞かせください。
取出：このプロジェクトは、ガーナの伝統
的な離乳食であるKOKOに混ぜて食べるサ
プリメントタイプの栄養強化食品「KOKO 
Plus」の製造・販売を通じて、離乳期の子
どもの栄養改善を目指している。2014～
15年は、貧困率の高い北部の13のコミュ
ニティーで、（公財）ケア・インターナシ
ョナルジャパン（CARE）と連携してパイ
ロットプロジェクトを実施した。これは、
CAREが普及支援を行っている女性の自立
支援活動組織「村内貯蓄貸付組合」
（VSLA）をプラットフォームに現地で女
性起業家を育て、彼女たちが現地の家庭を
訪問して栄養改善の必要性を伝えたり
KOKO Plusを販売したりする仕組みを実践
したものである。期間は１年と短かった
が、KOKO Plusに対する認知度は飛躍的に
高まり、６～７割のコミュニティーでは、パ
イロットプロジェクトが終了した後もこの
取り組みを継続しようという動きがある。
　現在は、対象コミュニティーを30に増や
してパイロットプロジェクトを実施してい

る。ゆくゆくはこれらの結果を検証して、
われわれのプロジェクトが終了しても現地
の企業や起業家で継続していけるようなビ
ジネスモデルを確立していくつもりだ。
重宗：栄養改善は、持続可能な開発目標
（SDGs）の重要課題として明示されてい
る。味の素は長年、食を通じてこの課題に
取り組んでおり、ガーナプロジェクトをは
じめ、ベトナムにおける栄養関連制度創設
プロジェクト（VINEP）、開発途上国の栄
養改善に取り組むNPOへの助成事業、東北
の復興応援事業の、４つのソーシャルビジ
ネスや社会貢献事業を実施してきた。
　そしてこれら４事業は今年４月、公益財
団法人となった味の素ファンデーションに
移管された。味の素は本財団への寄附とい
う形で事業を継続的に支援しているが、味
の素ファンデーションは味の素から自立し
た存在として、法令や定款に基づきこれら
事業の運営が適切に行われるよう自らガバ
ナンスを効かせ、公益性を増進し、社会価
値の創出を支援する立場となる。
　財団設立の目的の一つには、さまざまな
アクターとの連携のしやすさがある。とい
うのも、栄養改善などの社会課題に対する
取り組みは、行政や非営利団体、国際社
会、地域コミュニティーと連携して解決す
ることが重要であり、企業よりも財団とし
ての位置付けの方が、これら国際社会や地

域社会との連携を深めやすいからだ。
　そして、これら連携を通じて、将来にわ
たり食を通じた財団の社会貢献活動やソー
シャルビジネスの継続性を高めたいと考え
ている。ガーナプロジェクトも、これまで
は赤字にならない程度に収益性を高めよう
というビジネス目線で考えていたが、今は
そうした収益事業として位置付けていな
い。
取出：そもそも、このプロジェクトはソー
シャルビジネスとして社会課題の解決を第
一に考え、それを持続可能なビジネスで実
現することを目指したものだ。だが実際、
真剣に社会問題に取り組むほど、ビジネス
として成立させる際のハードルも高くなる
ことを、われわれはガーナ栄養改善プロジ
ェクトを進める中で幾度も実感した。
　例えば、KOKO Plusを普及することによ
って栄養改善に貢献できても、ガーナにお
ける貧困層向けの離乳食市場規模は、味の
素としてビジネスをするにはあまりに小さ
い。さらに、母親に対する栄養教育も、か
なり時間と労力をかける必要があり、また
実施にあたっては保健省など公的な機関と
の連携が必須であり、この点でもビジネス
としてのハードルが一層高くなった。
重宗：とはいえ、ビジネス目線で収益性を
上げようと商品の値段を上げたり、過度な
コストダウンをしたりすれば、購入者や原
料納入者がどんどん離れていく。そうなれ
ば、短期の利益は得られたとしても、ビジ
ネスとしての持続可能性は失われる。

社会的事業とビジネスの両輪で攻める

―そうしたジレンマがある中では、味の
素ファンデーションのようにソーシャルビ

（公財）味の素ファンデーション　専務理事　重宗 之雄氏
シニアアドバイザー　取出 恭彦氏

ジネスを公益化することも、今後の途上国
ビジネスの一つの在り方だと言えるかもし
れませんね。
取出：2010～11年ごろにＢＯＰビジネス
という言葉がブームになった時、貧困層で
も購入できる製品や仕組みが開発され、さ
まざまなトライアルが世界中で実施され
た。だが、持続的なビジネスにつながった
例は少ない。この事実から分かるのは、単
に安い製品を売ればいいというものではな
いということだ。また、短期的な利益だけ
を見ても途上国ビジネスは成り立たない。
大事なのは、収益性は低いが社会的意義の
ある事業と利益を求めるビジネスを、両輪
としてどう現地で進めていくかだ。
重宗：例えば、われわれがベトナムで進め
ているVINEPは社会基盤をつくるための活
動であり、収益事業ではない。しかしなが
ら、ベトナムに栄養士の概念を広め、栄養
に対する意識を高めることによって、例え
ば栄養と密接な関係がある学校給食などの
事業に参入を計画している味の素などの日
本企業の活動の経済的価値を高めることに
もつながっていくと考えている。いわば、
ビジネスの土台作りになり得るのだ。こう

した枠組みやルールといった土台作りから
現地で活動することは、時間はかかるが非
常に効果的かつ重要だ。
　また、今後は自前の利益だけを考えず、
もっと広くコンソーシアムを組んで社会課
題そのものに取組んでいくことも必要だ。
そのために、味の素ファンデーションは食
を通じた栄養改善に特化したプラットフォ
ームのような存在になりたいと考えてい
る。ガーナをはじめ、これまで現地で培っ
てきたソーシャルビジネスや社会貢献の知
見、ノウハウを広く社会と共有するととも
に、より多くのアクターが資金・物資の提
供やボランティアなどの支援など、さまざ
まな形でわれわれの事業に関わってもらえ
るよう促してきたい。さらには、プラット
フォームに関わるアクター同士で新たな取
り組みができるようなネットワーク作りに
も貢献したい。
　とはいえ、今のわれわれの考え方がすべ
てというわけではない。開発途上国で活動
されているさまざまな企業や団体などと情
報交換しながら、持続性のある途上国ビジ
ネスモデルの在り方を皆さんといっしょに
考えていきたい。

KOKO Plusを持つ取出恭彦氏（左）と重宗之雄氏
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